
事務事業評価シート（事前評価）
事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

年度 （ ）

目標 2 6 年度

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

目標 2 6 年度

目標 2 6 年度

安2-1 災害に強いまちづくり

評
価
指
標
の
設
定 二
次

市民の生命や財産を守るため、防災基盤の整備を計画的に進め、災害に強い
安全・安心なまちづくりをめざします。

8-4-1 既設雨水管台帳の整備（GISの導入含む)

特になし

《指標の説明　など》
　台帳を整備した面積の割合

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

　平成１９年に実施した市民意識調査の中で、集中豪雨等の防災対策の必要性が示されて
おり、溢水地域解消のためにも整備が必要である。
　平成２０年の下水道審議会においても雨水事業評価を行った際、事業継続・推進すること
が妥当との意見があった。

事業実施上における制約や
財源確保等

　市の北西部の雨水排水については、「排水管使用に関する覚書」により昭和３６年から住友
重機械工業の私設管を使用して対応している部分がある。所有者と使用者が異なることか
ら、事業を実施する上で、注意が必要である。

代替・類似サービスの有無

目標値

実績値

32% 100%

500 1,585

一
次

目標値 ％

実績値

②台帳整備面積 目標値 ha

1

活動等指標 単位

1目標値 式 1

21年度 22年度

《指標の説明　など》
　整備面積

成果指標 単位 21年度 22年度 23年度

23年度

①市全域の雨水管台帳作成

135,775

台帳整備面積 千円 #DIV/0! #DIV/0! 100 86

千円 0 1,738 50,163

0.12

980163 163

0.02 0.02

0 1,575 50,000 134,795

134,795

内
訳

千円 0

22年度 23年度

千円

1,575 50,000

平成22 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 21年度

人

千円

台帳作製進捗率

都市整備部　下水道課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

既設雨水管台帳を整備することにより、雨水管維持管理の基礎資料とするほか、溢水地域対策工事やハザードマップ（浸水予
想区域図)とリンクした防災計画の実施のために活用し、災害に強いまちづくりを推進する。

事業内容・実施方法等　

・22年度は、事前調査として旧保谷市域の管路延長を把握する調査を行う。
・23年度、24年度には前年実施した調査延長に基づき旧保谷市域の本調査及びGIS（地図情報のデータ管理）の導入を行なう。
・25年度、26年度には旧田無市域の平成9年度に作成された紙台帳の補正及びGISの導入を行ない全市の整備が完了する予定である。
・また、更新については、前記の目的を維持するため、経年変化の内容を4年サイクルにて補正し、最新データを保持する必要があるものである。

事業開始時期

法律
条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  有

  無

直営 委託 補助 その他



事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

【一次評価】

Ｃ

【二次評価】

Ｃ

【行革本部評価】

事業の
必要性

事業の優先
度（緊急性） 3

検証項目 ランク

安2-1 災害に強いまちづくり
市民の生命や財産を守るため、防災基盤の整備を計画的に進め、災害に強い
安全・安心なまちづくりをめざします。

8-4-1 既設雨水管台帳の整備（GISの導入含む) 都市整備部　下水道課

市民ニーズ
の把握

3

Ａ

Ｂ

Ａ

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業主体
の妥当性

Ｂ

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

行革本部評価 評価の判断理由及び事業化する上での課題等

　近年の都市部における集中豪雨の頻発を踏まえると、本事業により既設雨水管の基礎的な情報を把握できる台帳
の整備を行い、引き続き溢水地域を計画的に解消していくことが必要であると考える。特定財源の活用による一般財
源の抑制に留意しながら、事業実施されたい。

○検証項目、評価の判断理由
○事業化する上での課題等

2
　溢水地域を計画的に解消し、地域の生活環境
を改善するため、既設雨水管台帳の整備及びＧＩ
Ｓの導入は有力な手段と考える。
　本事業の整備に合わせて、今後は、溢水地域
対策工事を計画的に進める必要がある。
　なお、本事業費については、国や都などの特定
財源を積極的に取り入れるなど、一般財源の抑
制に努められたい。

2

3

2

2

3

二次評価検証項目 ランク

3

3

市民ニーズ
の把握

受益者負担
の適切さ

事業内容等
の適切さ

　近年、都市部の集中豪雨が頻発していることか
ら、優先度・必要性は高い。
　また、市民意識調査でも、ゲリラ豪雨や台風時
などの溢水解消を求められており、ニーズは高
い。
　現状では、改めて資料収集から開始しなければ
ならない状況にあり、事業実施をする上で非効率
となっている。さらに、旧田無市域は既設雨水管
台帳があるが、旧保谷市地域分は作成されてお
らず、合併統合が達成されていない。

3

3

2

2

一次評価
○検証項目、評価の判断理由
○事業化する上での課題等

事業化

実施を延期

計画を中止

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握 事業化

実施を延期

抜本的見直し

計画を中止

事業化

実施を延期

抜本的見直し

計画を中止

抜本的見直し

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目


